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【論　文】
役員給与規定の再検討
成　宮　哲　也
１．はじめに
　会社が取締役等の役員に報酬を支給した場合、企業会計においては、報酬は費用として処理
されることになる。一方、法人税法では、損金の額については同法22条3項で規定していて、
この規定により報酬は損金に該当すると考えられるが、さらに別段の定めである同法34条にお
いて、「役員給与の損金不算入」という見出しで、役員給与の取扱いについて規定している。
　役員給与に関する規定は、2005（平成17）年7月26日に公布された会社法（2006（平成18）
年5月1日施行）において、役員賞与が役員報酬とともに職務執行の対価と位置づけられ、株
式会社から受ける財産上の利益として整理されたこと、役員報酬および役員賞与は同一の手続
により支給されるになったこと、そして会社法の制定を受けて2005（平成17）年11月29日企業
会計基準委員会より公表された「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）によっ
て役員報酬および役員賞与が、費用として処理するととなったこと、を受けて2006（平成18）
年度の税制改正で全面的に改正されたものである（以下では「役員給与規定」という）。この
改正では、役員報酬と役員賞与を役員給与とし、この役員給与は定期同額給与、事前確定届出
給与、利益連動給与の3種類と規定した。従来は役員報酬と役員賞与とを区別して取扱い、役
員報酬は職務執行の対価であるので原則損金算入であるのに対して、役員賞与は利益処分であ
るので損金不算入であった（以下では、2006（平成18）年改正前の1965（昭和40）年に改正さ
れた制度を「旧役員報酬・役員賞与規定」という）。
　2006（平成18）年度の法人税法改正後の「役員給与規定」は、「旧役員報酬・役員賞与規
定」と対比して、従来損金不算入であった役員賞与が、事前確定届出給与として、損金算入の
範囲が広がったとみることができるが、一方で例えば従来は会社の取締役等の役員に職務執行
の対価を支払った場合には原則損金算入であったにもかかわらず、改正後の規定は原則損金不
算入の規定に改められたなどの批判が少なくない。また、定期同額給与、事前確定届出給与、
利益連動給与の3種類の給与が、「役員給与規定」において規定されたが、その意義、範囲に
ついて問題となることが少なくない。その範囲によって損金算入できる役員給与の範囲が規制
されることになる。
　ところで、2006（平成18）年の改正前の旧法人税法35条1項では「内国法人がその役員に対
して支給する報酬の額（次項の規定の適用があるものを除く。）のうち不相当に高額な部分の
金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の
額に算入しない。」と規定し、役員に対して支給する報酬の額は原則として損金算入であるが、
不相当に高額な部分の金額は、過大役員報酬として損金不算入としていた。この点、2006（平
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成18）年の改正後の役員給与規定でも法人税法34条2項で「内国法人がその役員に対して支給
する給与（前項又は次項の規定の適用があるものを除く。）の額のうち不相当に高額な部分の
金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額
に算入しない。」と規定し、3種類の給与に該当する場合でも、不相当に高額な部分の金額は、
過大役員給与として損金不算入としている。2006（平成18）年に改正された「役員給与規定」
は全面的に改正され、前述のように役員給与が原則損金不算入の規定に改正されたとの批判が
あるが、過大役員給与、過大役員報酬の規定の文言のおいては、同様の定めを置いている。す
なわち、2006（平成18）年に全面的に法人税法の規定は改正されたのであるが、過大役員給与
あるいは過大役員報酬の文言に変更がなく、また過大役員給与あるいは過大役員報酬に該当す
れば、損金算入されないことにも変更はない。したがって、過大役員給与あるいは過大役員報
酬に着目すれば、従来の枠組みと変化がないとの見方も可能かもしれない。一方で、2006（平
成18）年の改正では、法人税法34条の見出しが「役員給与の損金不算入」が付されているよう
に改正前との対比した場合、原則損金算入が原則損金不算入に変更されているとの指摘がある。
　このように「役員給与規定」をめぐっては種々の問題が指摘されるのであるが、本論文では、
まず会社が取締役等の役員に報酬を支給した場合の法人税法の取扱いについて、この制度の改
正の経緯を検討することにより、この制度の特徴を明らかにしたい。そのうえで、「役員給与
規定」と、「旧役員報酬・役員賞与規定」に着目して、その異同、さらにこれらの規定の目的
を検討したい。これらの検討を踏まえて、2006（平成18）年の法人税法の改正による「役員給
与規定」の再検討を行いたい。なお、本稿では、退職給与および新株予約権は除外して、「役
員給与規定」の検討を行うことにする。
２．2006（平成18）年税制改正前までの経緯
　現行の「役員給与規定」は、2006（平成18年）に全面的に改正され、その後に一部改正を経
たものである。本節では、現行の規定に至るまでの沿革を概観することによって、「役員給与
規定」につながる特徴および問題点を明らかにしたい。
　まず、1945（昭和20）に大蔵省主税局から「法人各税の取扱」が公表されたが注1）、この取
扱では、利益処分をもって支給した役員賞与は損金に算入できないとし、また役員賞与を損金
として計算しても利益の処分であるとして損金に算入できないとしていた。したがって、役員
賞与は費用として支給しても、利益処分によって支給しても、その性質は利益処分であるので、
損金に算入できないというのが、その取扱いであった。一方で、役員報酬についての取扱いは
明らかにしていなかった。
　1950（昭和25）年に法人税法取扱通達（直1－100）が公表されたが注2）、この通達では「賞
注1）武田昌輔編著『DHC コンメンタール法人税法』第一法規、2171の102頁。
注2）武田、同上書、2171の102頁。
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与とは賞与と称するものの外、手当その他の名称の如何を問わず予め支給額の定めのない退職
給与以外の給与をいう」（261）と賞与の意義を明らかにし、そのうえで「法人各税の取扱」と
同様に、役員賞与は費用として支給しても、利益処分によって支給しても、その性質は利益処
分であるので、損金に算入できないとしていた。役員報酬については、「法人が定款又は株主
総会の承認を受けた金額をこえて役員に報酬を支給した場合のそのこえる金額はこれを利益処
分による賞与とする。」（268）として、定款または株主総会の承認を受けた金額を超えるもの
は、利益処分による賞与として損金不算入とした注3）。この通達では、賞与の意義を「予め支
給額の定めのない退職給与以外の給与賞与」であると、その意義を明らかにしているが、これ
は報酬は予め定めがあるので損金に算入できることを前提として注4）、損金不算入であること
を明確にすることを意図していると思われる。そうすると、この通達では損金算入か、不損金
算入かのメルクマールは「予め定めがあること」になると考えられる。この点、その後の改正
の動向を見た場合、特徴的である。また、この通達では、役員報酬のすべてが損金算入される
ではなく、役員報酬として処理したものであっても、いわゆる形式的基準によって、役員賞与
として取扱うことによって損金不算入とされたことも注目される。
　1959（昭和34）に法人税法施行規則が改正され、この改正で「役員の報酬、賞与及び退職給
与金」に関して、政令で規定された注5）。法人税法施行規則10条の3第1項では、職務に対す
る対価として不相当に高額であれば、損金算入を認めないと規定した。役員報酬は企業会計で
職務執行の対価として費用処理されているので、原則として損金性を有し損金算入できるが、
損金算入できる範囲は、役員に対する報酬の支給の状況等を総合勘案して妥当と認められる金
額に限られていた注6）。このように役員報酬は原則として、損金算入が認められていたが、例
外として職務に対する対価として不相当に高額であれば損金算入を認められないと解せられて
いた。すなわち、職務に対する対価として不相当に高額でない金額、つまり職務に対する対価
注3）山口孝浩「役員賞与・役員報酬を巡る問題－改正商法等の取扱いを問題提起として－」税大論叢48号，
2005年，189頁参照。
注4）明里長太郎氏は、「原則として、予め定めのある給与、すなわち、報酬（俸給、給与、賃金等）を損金とす
ることには異論がない。問題は賞与であるが、原則として役員賞与金は利益の割賦と認め、使用人の賞与
金は損金と認めることになっている。」（明里長太郎『新法改定 税務と会社経理』日本税経研究会，1950年，
462頁）と述べている。
注5）昭和34年法人税法施行規則制定時の基本通達について、「昭和34年の法人税法施行規則制定時の基本通達は
直法 1－150 通達であり、現在の取扱通達とされているもののほとんどが制定されている。その後、昭和 
34年直法 1－240 通達で役員賞与、報酬で重要な取扱いとなる定期の給与の意義及び報酬と賞与との具体
的な区分が制定されている。また、役員報酬の取扱いについては同族会社の行為計算規定における取扱通
達も規定されていたことから、同族会社に対しては、法人税法施行規則及び同族会社の行為計算規定の両
方の取扱いができるようになっていた。」（山口，前掲論文注3），189頁）と説明されている。
注6）例えば、「この役員報酬は法人の業務遂行上必要な経費であるから、原則的には損金性を有するが、その支
給した報酬の額が、その役員の職務の内容（たとえば社長、常務取締役、平取締役、監査役等の区別等）
職務に従事する程度（たとえば、常勤、非常勤の区別）及び経験年数、その法人の業種、規模、所在地、
収益の状況が類似するものの役員に対する報酬の支給の状況等を総合勘案して妥当と認められる金額に限
られる。従って実際に支給した額がこれらの諸条件からみて不相当に高額であると認められる場合には、
その不相当に高額であると認められる部分の金額は損金に算入されない。」（坂野常和編『法人税法』税務
経理協会、1960年、174頁）と説明されていた。 
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として相当な報酬に限定して損金算入が認められていた結果となると考えることもできる。こ
れまでは、役員賞与は利益の処分であるので損金不算入であることを前提として、役員報酬と
役員賞与の区別によって、損金算入の範囲を画そうとしたのであるが、この改正ではそれに加
えて、役員報酬のうちで損金算入を認めるのは、職務に対する対価として相当な報酬に限ると
いうフィルターを加えたことが特徴的である。なお、旧法人税法施行規則10条の3第1項の趣
旨について、「税法は、国家または公共団体の収入の確保と納税義務者の負担の公平を理念と
するものであるから、実質上は賞与に相当するにもかかわらずこれを会社法上報酬として支出
した場合に税法上損金に算入することを常にそのまま是認していたのでは、負担の公平を期し
得られないことは明らかである。それゆえ国家機関たる税務署長が賞与相当部分の損金算入を
否認するということも当然許容されなければならないのであって、旧法人税法施行規則10条の
3第1項は、右のような実質課税の原理を確認的に規定したものにすぎないと解するのが相当
である。」注7）であるとし、賞与に相当する部分の損金算入を否認するものであり、実質課税の
原理を確定したものであるとの裁判例がある。
　次に、同条2項では、定款の規定又は株主総会等で、決議により報酬として支給することが
できる金額の限度額を定めている場合で、支給した報酬の額の合計額が当該事業年度に係る当
該限度額をこえる場合においては、そのこえる金額は不相当と認められる部分の金額であるも
のとみなすと規定し、1950（昭和25）年に法人税法取扱通達で公表されていたのと同様の形式
的要件を政令で規定した注8）。しかし、株主総会の承認を受けた金額をこえて役員に報酬を支
給した場合、1950（昭和25）年に法人税法取扱通達では、「そのこえる金額はこれを利益処分
による賞与である」としていたが、法人税法施行規則では職務に対する対価として不相当に高
額であると認められる部分であるとした点で異なる。損金不算入であることには変わりはない
が、その取扱いに差異があった。そして、賞与について、同条4項で「臨時的に支給」される
給与であるかをメルクマールとして賞与と報酬とを区分していた注9）。
　1965（昭和40）年に法人税法が全文改正され、政令で定められていた規定は、新たに旧法人
税法34条で「過大な役員報酬の損金不算入」との見出しで役員報酬に関して定められ、また同
法35条で「役員賞与等の損金不算入」という見出しで役員賞与に関して定められた。これらの
規定は、部分的な改正は行われているが、2006（平成18）年に全面的に改正されるまで存続し
た注10）。この2006（平成18）年の全面的に改正前の規定（なお、本稿では「旧役員報酬・役員
賞与規定」と称している）について、2006（平成18）年に全面的に改正される直前の規定を中
心として若干の検討を加えたい。
　改正前の法人税法における「旧役員報酬・役員賞与規定」は、法人がその役員に対して支給
する報酬の額のうち不相当に高額な部分の金額は、各事業年度の所得の金額の計算上、損金の
額に算入しないとし（旧法人税法34条1項）、原則として役員報酬は損金算入で、ただし過大
注7）東京地裁昭和46年2月10日判決、税務訴訟資料62号、156頁。
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な役員報酬は損金不算入としていた。このような規定ぶりは、前述した1959（昭和34）に改正
された法人税法施行規則10条の3第1項と同様である。
　法人がその役員に対して支給する賞与の額は、各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額
に算入しないとし（旧法人税法35条1項）、役員賞与は損金不算入としていた。役員報酬は原
則損金算入であるのに対して、役員賞与が損金不算入とされたのは、役員報酬は業務執行の対
価であるのに対して、役員賞与は利益から支払われるものであるからであると解されていた注11）。
このように「旧役員報酬・役員賞与規定」は、役員報酬であれば原則損金算入で、役員賞与で
あれば損金不算入としていたので、役員報酬と役員賞与との区分は重要である。この点、「旧
役員報酬・役員賞与規定」では、「臨時的な給与」が役員賞与であり、「定期の給与」は役員報
酬と規定していた（旧法人税35条4項参照）。そうすると、「臨時的な給与」および「定期の給
与」とは何を意味するのかが問題となるが、旧法人税基本通達9－2－１３注12）では、「定期の給
注8）法人税法施行規則10条の3は次の通りである。
（過大な役員報酬の損金不算入等）
第10条の3　法人が各事業年度においてその役員に対して支給した報酬の額が、当該役員の職務の内容、
当該法人の収益及びその使用人に対する給料の支給の状況、当該法人と同種の事業を営む法人でその事
業規模が類似するものの役員に対する報酬の支給の状況等に照らし、当該役員の職務に対する対価とし
て不相当に高額であると認められる場合においては、その不相当と認められる部分の金額は , 当該事業
年度の所得の計算上、これを損金に算入しない。
②　定款の規定又は株主総会、社員総会若しくはこれらに準ずるものの決議により報酬として支給するこ
とができる金額の限度額を定めている法人が、各事業年度においてその役員（当該限度額が定められた
報酬の支給の対象となるものに限る。以下本項において同じ。）に対して支給した報酬の額（使用人とし
ての職務を有する役員に対し支給する報酬のうちその使用人としての職務に対するものを含めないで当
該限度額を定めている法人については、当該事業年度において当該職務に対する報酬として支給した金
額のうち、当該法人の他の使用人に対する給料の支給の状況等に照らし当該職務に対する報酬として相
当であると認められる金額を除く。）の合計額が当該事業年度に係る当該限度額をこえる場合においては、
そのこえる金額は、前項の規定の適用については、同項に規定する不相当と認められる部分の金額であ
るものとみなす。
③　前2項に規定する報酬又は給料とは , 名義の何たるを問わず、役員又は使用人に対する給与（債務の
免除等による経済的な利益を含む。以下次項において同じ。）で賞与及び退職給与金以外のものをいう。
④　この節において賞与とは、名義の何たるを問わず、臨時的に支給される給与（継続して毎年所定の時
期に定額（利益に一定の割合を乗ずる方法により算定されることとなっているものを除く。）を支給する
旨の定に基いて支給されるものを除く。）で退職給与金以外のものをいう。
⑤　この節において役員とは、法人の取締役、監査役、理事 , 監事、清算人その他使用人以外の者で法人
の経営に従事しているものをいう。
⑥　この節において使用人としての職務を有する役員とは、次に掲げる役員以外の役員で、部長 , 課長そ
の他法人の使用人としての職制上の地位を有し、かつ、常時使用人としての職務に従事するものをいう。
一　社長、副社長、理事長、代表取締役、専務取締役、専務理事、常務取締役、常務理事、清算人その
他これらの者に準ずる役員
二　合名会社及び合資会社の業務執行社員
三　監査役及び監事
四　前3号に掲げるもののほか , 同族会社の役員のうち、その会社が同族会社であるかどうかを判定す
る場合にその判定の基礎となる株主若しくは社員又はこれらの者の同族関係者 ( 法第7条の2第1項
第1号に規定する同族関係者をいう。以下同じ。）であるもの
注9）法人税法施行規則の基本通達について、「法人税法施行規則制定時の基本通達は直法1－150通達であり、
現在の取扱通達とされているもののほとんどが制定されている。その後、昭和34年直法1－240通達で役員
賞与、報酬で重要な取扱いとなる定期の給与の意義及び報酬と賞与との具体的な区分が制定されている。」
（山口、前掲論文注3）、189頁。）との説明がある。
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与」とは、あらかじめ定められた支給基準に基づいて、毎日、毎週、毎月のように月以下の期
間を単位として規則的に反復又は継続して支給される給与をいい、特定の月だけ増額支給され
た場合の給与は、当該特定の月において支給された額のうち各月において支給される額を超え
る部分の金額は「臨時の給与」であるとしていた。この通達に関して、「報酬か賞与かの区分
は、定期の給与であるのか臨時的な給与であるのかの支給形態によって判断するのが、現行税
注10）2006（平成18年）の法人税法改正前の「旧役員報酬・役員賞与規定」は、次の通りである。
（過大な役員報酬等の損金不算入）
第三十四条 　内国法人がその役員に対して支給する報酬の額（次項の規定の適用があるものを除く。）の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の
計算上、損金の額に算入しない。
2　内国法人が、事実を隠ぺいし、又は仮装して経理をすることによりその役員に対して支給する報酬
の額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。
3　前二項に規定する報酬とは、役員に対する給与（債務の免除による利益その他の経済的な利益を含
む。）のうち、次条第四項に規定する賞与及び退職給与以外のものをいう。（役員賞与等の損金不算入）
第三十五条　内国法人がその役員に対して支給する賞与の額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額
の計算上、損金の額に算入しない。
2　内国法人が、各事業年度においてその使用人としての職務を有する役員に対し、当該職務に対する
賞与を他の使用人に対する賞与の支給時期に支給する場合において、当該職務に対する賞与の額につ
き当該事業年度において損金経理をしたときは、その損金経理をした金額のうち当該職務に対する相
当な賞与の額として政令で定める金額に達するまでの金額は、前項の規定にかかわらず、当該事業年
度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。
3　内国法人が、各事業年度においてその使用人に対し賞与を支給する場合において、その賞与の額に
つきその確定した決算において利益又は剰余金の処分による経理（利益積立金額をその支給する賞与
に充てる経理を含む。）をしたときは、その経理をした金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金
額の計算上、損金の額に算入しない。
4　前三項に規定する賞与とは、役員又は使用人に対する臨時的な給与（債務の免除による利益その他
の経済的な利益を含む。）のうち、他に定期の給与を受けていない者に対し継続して毎年所定の時期に
定額（利益に一定の割合を乗ずる方法により算定されることとなつているものを除く。）を支給する旨
の定めに基づいて支給されるもの及び退職給与以外のものをいう。
5 　第二項に規定する使用人としての職務を有する役員とは、役員（社長、理事長その他政令で定める
ものを除く。）のうち、部長、課長その他法人の使用人としての職制上の地位を有し、かつ、常時使用
人としての職務に従事するものをいう。
注11）例えば、武田昌輔教授は、「一般に役員報酬は、役員の通常の業務執行の対価であって、事業経営上の経費
から支出されるが、役員賞与は、企業の利益獲得の功労に対する利益の割賦であって、利益のうちから与
えられるものであるという考え方による。」（武田昌輔『新版立法趣旨法人税法の解釈』財経詳報社、1988
年、169頁）と述べられていた。
注12）旧法人税基本通達9－2－１３は、下記の通りである。
基通9－2－１３法第35条第4項（賞与）に規定する「定期の給与」とは、あらかじめ定められた支給基準
（慣習によるものを含む。）に基づいて、毎日、毎週、毎月のように月以下の期間を単位として規則的に反
復又は継続して支給される給与をいう。ただし、これらの給与であっても、通常行われる給与の増額以外
において特定の月だけ増額支給された場合における当該給与については、当該特定の月において支給され
た額のうち各月において支給される額を超える部分の金額は臨時的な給与とする。
（注）1　例えば毎月支給される役員報酬の額が前月の売上高に応じて増減するように定められているよう
な場合には、その役員報酬として支給する給与の額のうち売上高のいかんにかかわりなく支給されるこ
ととされている金額を超える部分の金額は、定期の給与に該当しない。
　　　2　例えば役員に対して支給する報酬の額を年額又は半年額等として定め、その範囲内で、各月ごと
におおむね定額の報酬を支給するほか、特定の月だけ増額して支給した場合には、たとえその年額等と
して定められた金額が当該役員に対する報酬の額として相当な金額の範囲内のものであるとしても、そ
の特定の月において支給された額のうち各月において支給される額を超える部分の金額は、定期の給与
に該当しない。
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法の基本的な立場となっている」注13）、との説明が行われていた。このように、通達では役員
報酬と役員賞与とは、「あらかじめ」定められた支給基準に基づくことをメルクマールとする
支給形態を基準として区分していた。このような取扱いについては、業務執行の対価かの判断
が容易でないので、税務執行の便宜と租税負担の公平の立場から、支給形態を基準とするとの
説明があった注14）。しかし、このような取扱いに対しては、画一的、形式的すぎるとの批判が
あった。「臨時的な給与」がすべて利益処分であれば、その範囲は一致するが、例えば特定の
月だけ増額支給された場合の給与を「臨時的な給与」として取扱うように、その範囲は一致す
るわけではなく、「臨時的な給与」であることを基準とすることにより、役員賞与の範囲が拡
大されていたと考えることもできる。しかし、むしろ、商法では、役員報酬は職務執行の対価
であるので費用として処理されるが、役員賞与は利益の処分であるので費用として処理されて
いないという枠組みを、旧法人税法でも尊重しながら、旧法人税法では「臨時的な給与」であ
るので損金算入できないというのが、基本的な立場であったと考えることもできるのではない
か。というのは、1945（昭和20）の大蔵省主税局「法人各税の取扱」おいても、利益処分とい
う形式にとらわれず、役員賞与の損金算入が否定されていたし、1950（昭和25）年の法人税法
取扱通達でも「予め定めがあること」が損金算入のメルクマールであったと考えることができ
ることなどから、利益処分という形式より「予め定めがあること」などのメルクマールにより
実質的な観点で役員報酬との区分することを指向していたことが、窺えるからである。
　次に、過大な役員報酬等の損金不算入についてであるが、役員報酬のうち不相当に高額な部
分の金額は損金の額に算入することができない注15）。そこで、不相当に高額な部分の金額をど
のように判断するのかが問題となるが、旧法人税法施行令69条で次の2つの基準を規定し、い
ずれにも該当する場合には、いずれか多い金額を不相当に高額な部分の金額としていた。第一
に、内国法人が各事業年度においてその役員に対して支給した報酬の額が、当該役員の職務の
内容その法人の収益およびその使用人に対する給料の支給の状況、その法人と同様の事業を営
む法人でその事業規模が類似するものの役員に対する報酬の支給の状況等に照らし、当該役員
の職務に対する対価として相当であると認められる金額をこえるかを基準とするもので、実質
注13）小山真輝編著「法人税基本通達逐条解説」（四訂版）、税務研究会、2005年、674頁。
注14）武田昌輔教授は「現実に役員に支給される給与が通常の業務執行の対価であるか利益報酬としての賞与で
あるかを判断する場合に実際上は問題がありその判断が容易でないことがある。また、同族法人等におい
ては、利益処分として支給すべきものを安易に報酬として処理し課税を免れる場合も考えられる。そこで
法人税法は税務執行の便宜と租税負担の公平という立場から、専ら『臨時的な給与』であるかどうかとい
うその支給形態を基準として両者を区別することにしている。」（武田、前掲書注11）、169頁）と述べられ
ている。
注15）この改正の経緯について、「実際には、役員の過大報酬や役員賞与が問題となるのは、役員と株主との間に
利益の同一性が認められ、操作が容易な同族会社や閉鎖的会社であり、いわば、会社と役員との間に特殊
関係 (non-arm's length) が認められる場合がほとんどであった。そのため、所得税の累進税率の適用を回避
するために会社利益の分割を行ったり、個人的、家族的支出を役員報酬の名目でなされることも多かった。
昭和40年法人税法改正前においては、このような過大な役員報酬については、同族会社の行為・計算否認
規定が適用された事例が多かったが、昭和40年度の改正で、法人税法34条以下の規定が設けられた。」（水
野忠恒『租税法』[ 第5版 ]、有斐閣、2011年、405頁）との説明がある。
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的基準である（旧法人税法施行令69条1項1号）。第二は、定款の規定または株主総会、社員
総会若しくこれらに準ずるもの決議により報酬として支給することができる金額の限度額を定
めている法人が、各事業年度においてその役員に対して支給した報酬の額の合計が当該事業年
度に係る当該限度額をこえる場合であるかを基準とするもので、形式的基準である（旧法人税
法施行令69条1項2号）。このように旧法人税法施行令69条で不相当に高額な部分の金額の基
準について規定されていたが、課税上問題になることが少なくなく、多く裁判例および裁決例
があった注16）。
　ところで、旧法人税法34条1項の趣旨について、「役員の職務行為に対する相当額の報酬は
当該法人が経済活動を行うために必要な経費として、これを損金の額に算入するが、職務行為
の対価として相当な額を超える額はたとえ報酬という名目であろうと実質的に利益処分である
賞与に該当するものとして、これを損金の額に算入しないということにあると解される。」注17）
との裁判例があるが、この裁判例では職務行為の対価として相当な額をこえる額は利益処分で
ある賞与に該当するとする。この点、同様の規定ぶりであった法人税法施行規則10条の3第1
項に関する裁判例でも、過大役員報酬として損金算入を否認する理由を賞与に相当することを
理由にあげていたことと軌を一にする。それは、過大役員報酬に相当する部分とは、職務執行
の対価ととしては相当な額をこえる金額であり、それは賞与に相当するから、費用でなく利益
処分であると構成すると解していたからであろう。しかし、前述したように株主総会の承認を
受けた金額をこえて役員に報酬を支給した場合であるが、1950（昭和25）年の法人税法取扱通
達では、「そのこえる金額はこれを利益処分による賞与である」としていたが、法人税法施行
規則では職務に対する対価として不相当に高額であると認められる部分であるとしていた。
　「旧役員報酬・役員賞与規定」について検討したが、役員報酬および役員賞与が損金算入で
きるのかを判断する観点は2つである。一つは、「臨時的な給与」が役員賞与で、「定期の給
与」は役員報酬であると区別し、役員賞与は職務執行の対価でないので損金算入できないと
するものである。そして「定期の給与」とは、「あらかじめ」定められた支給基準に基づいて
支給する給与のことをいう。したがって、「あらかじめ」定められた支給基準により支給され
た報酬であるのかが重要な問題となる。既に1950（昭和25）年の法人税法取扱通達（直1－
100）でも「予め定めがあること」がメルクマールであったことから、「あらかじめ」定められ
た支給基準というメルクマールは一貫して底流にあったと考えることができる。また、役員賞
与は形式的には利益処分によるが、しかし旧法人税法では、利益処分による役員賞与だけでな
く、利益処分によらない「臨時の給与」も役員賞与として、損金不算入としていた。したがっ
て、旧法人税法では旧商法の手続を前提としつつ、税法独自の観点で役員報酬と役員賞与を区
別していたと考えることができる。いま一つは、役員報酬のうちで不相当に高額な部分の金額
は損金に算入できない、とする観点である。不相当に高額な部分の金額は、旧法人税法施行令
注16）品川芳宣『役員報酬の税務事例研究』財経詳報社、2002年、104頁以下参照。
注17）岐阜地裁昭和56年7月1日判決、税務訴訟資料120号、1頁。
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で規定されている形式的基準および実質的基準により判断する。このうち実質的基準では役員
の職務に対する対価として相当であると認められる金額をこえるかを基準とするが、この基準
では利益処分であるかのという手続の問題は関係はなく、問題となるのは役員の職務に対する
対価として相当であるかである。相当でないとすれば、「定期の給与」であったとしても、損
金算入は否認されることになる。したがって、「旧役員報酬・役員賞与規定」では、結果とし
て、役員報酬として損金算入が認められるのは、「定期の給与」のうち不相当に高額な部分の
金額を除いた部分であるということもできる。
３．2006（平成18）年の税制改正の経緯と役員給与規定の概要
（1）2006（平成18）年の税制改正の経緯
　役員報酬および役員賞与は、いずれも会社が役員に支払うものであるという点では共通する
が、前述したように役員報酬は職務執行の対価として支給するのに対して、役員賞与は会社の
利益の処分と考えられるので、役員報酬は発生時に費用として会計処理し、役員賞与は株主総
会における利益処分として会計処理されのが一般的であった。
　ところが、2002（平成14）年に商法改正（2003（平成）15年4月1日施行）が行われ、この
改正において創設された委員会等設置会社においては、利益処分として取締役または執行役に
金銭の分配をすることができない（旧商法特例法第21条の31第2項）ため、取締役または執行
役に対する支給は、すべて発生時に費用として会計処理されるものと考えられた。また、この
改正において、取締役が受ける報酬について具体的な定めが定款にない場合は、株主総会にお
いて定めることができるようになった（平成14年改正商法269条1項2号）。具体的な定めとし
て、業績に連動するような報酬（業績連動型報酬）がある。内容的には賞与に相当すると考え
られるが、これも費用として会計処理されると考えられた。
　このような商法改正を受けて、2004（平成16）年3月9日に企業会計審議会は「役員賞与の
会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第13号）を公表して、「役員賞与は、発生時に
費用として会計処理することが適当であると考えられる。」注18）としながら、「ただし当面の間、
これまでの慣行に従い、費用処理しないことも認められる。この場合には、利益処分により株
主総会決議時又は支給時に未処分利益の減少として会計処理される。」注19）として、費用として
の会計処理を原則としながら、未処分利益の減少としての会計処理を許容していた。
　実務対応報告第13号では従来の利益処分として会計処理する説明は、3つの理由をあげて、
会計上、妥当ではないとしている。理由としてあげられているのは、①利益をあげた功労は職
務執行の成果であるので、役員報酬および役員賞与は、同じ性格であること、②両者を実務的
注18）企業会計基準委員会「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第13号）、平成15年3月
9日。
注19）企業会計基準委員会「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第13号）、平成15年3月
9日。
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に区分することが困難であること、③両者は株主総会における決議を経たものであり、株主の
意思により与えられている点で相違がないこと、である。
　2006（平成18）年5月1日に施行された会社法（2005（平成17）年7月26日公布）では、役
員報酬とともに役員賞与も職務執行の対価として株式会社から受ける財産上の利益として位置
づけられ、定款に当該事項を定めていないときは、株主総会の決議によって定めることとなっ
た（会社法361条）。したがって、役員報酬および役員賞与は、いずれも職務執行の対価であり、
同一の手続で支給されることになったので、両者を区別する必要はなくなった。
　この会社法の成立をうけて、2005（平成17）年11月29日に企業会計基準委員会から「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）が公表された。本会計基準では、役員賞与と役
員報酬の類似性、役員賞与と役員報酬の支給手続を理由として、役員賞与は発生した会計期間
の費用として処理することとなった。本会計基準では、役員賞与と役員報酬の類似性について、
「役員報酬は確定報酬として支給される場合と業績連動型報酬として支給される場合があるが、
職務執行の対価として支給されることにかわりはなく、会計上は、いずれも費用として処理さ
れる。」注20）としたうえで、「役員賞与は、経済実態としては費用として処理される業績連動型
報酬と同様の性格であると考えられるため、費用として処理することが適当である。」注21）とし
ている。役員報酬として費用処理される業績連動型報酬と同様の性格であることを理由として、
役員賞与は費用処理が適当であるとしている。
　以上のように、役員報酬だけではなく役員賞与も、職務執行の対価であり、費用処理するこ
とが可能となった。そのため、役員報酬は基本的には毎月定額で支給されるのに対して、役員
賞与は毎月ではなく、特定の月に支給されるという、支給形態、支給時期が異なることを説明
する際には、役員報酬、役員賞与という用語は便宜であるが、両者とも職務執行の対価であり、
費用処理できることには、相違はない。この点が、役員報酬と役員賞与で区別して取り扱って
いた従来の枠組みからの重要な変化である。法人税法は、商法の枠組みを前提としながら、役
員報酬は職務執行の対価であるので原則損金算入、一方で役員賞与は職務執行の対価ではなく
利益の処分であるので損金不算入としてきたが、役員報酬だけではなく役員賞与も職務執行の
対価として、費用処理が可能となったので、前提が異なることになった。このような前提の変
化を受けて、損金不算入であった役員賞与が損金算入が可能であるのかが、問題となったので
ある。
（2）役員給与規定の概要と検討
　2006（平成18）年5月1日に施行された会社法においては、取締役、監査役等の役員に対す
る報酬等とは、取締役、監査役等の報酬、賞与その他の職務執行の対価として株式会社から受
ける財産上の利益のことをいう（会社法361条1項、同法387条1項参照）。会社法の制定をう
注20）企業会計基準委員会「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）、平成17年11月29日。
注21）企業会計基準委員会「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）、平成17年11月29日。
narimiyap013-036.indd   22 2013/06/17   18:07:07
役員給与規定の再検討（成宮） ― 23 ―
けて、2006（平成18）年の税制改正で、法人税法の役員報酬、役員賞与に関する規定が、全面
的に改正された（本稿では「役員給与規定」という）。この「役員給与規定」は、2007（平成
19）に一部改正され、現在に至っている。
　改正された法人税法34条であるが、内国法人がその役員に対して支給する給与のうち次に掲
げる給与のいずれにも該当しないものの額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算
上、損金の額に算入しないとする。この給与からは、退職給与および新株予約権によるもの、
並びにこれら以外のもので使用人としての職務を有する役員に対して支給する当該職務に対す
るものは、除かれている。そして次に掲げる給与として、第1に、その支給時期が1月以下の
一定の期間ごとであり、かつ、当該事業年度の各支給時期における支給額が同額である給与そ
の他これに準ずるものとして政令で定める給与（「定期同額給与」）（法人税法34条1項1号）、
第2にその役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与
（「事前確定届出給与」）（法人税法34条1項2号）、第3に内国法人（同族会社に該当するもの
を除く。）がその業務執行役員（業務を執行する役員として政令で定めるものをいう）に対し
て支給する利益連動給与のうち一定の要件を満たすもの（「利益連動給与」）（法人税法34条1
項3号）、が定められた。このように法人税法は、定期同額給与、事前確定届出給与、利益連
動給与の3種類の給与を規定し、これらを「役員給与」と総称している。この3種類の役員給
与に該当する給与は損金の額に算入できるが、それ以外は損金の額に算入することができない。
このような規定ぶりが、3種類の給与に限定して例外的に損金算入を認めているように理解さ
れ、問題点として指摘されることが多い注22）。さらに、3種類の給与に該当するとしても、不
相当に高額な部分の金額は、過大役員給与として損金の額に算入することはできない（法人税
法34条2項参照）。そのため、役員給与として損金の額に算入できるかを検討する場合、3種
類の給与に該当するのかを、まず判定して、そのうえで過大役員給与ではないかの判断を行う
ことになると考えられる。しかし、過大役員給与であれば、3種類の給与に該当したとしても
損金の額に算入できないので、最終的には過大役員給与の判断によって、役員給与として損金
算入できる額が制約されることになる。この関係は「旧役員報酬・役員賞与規定」でも同様で
ある。
　次に、法人税法34条で規定する損金算入が認められる3種類の給与について、若干の検討を
行いたい。
（ａ）定期同額給与
　定期同額給与は、支給時期が1月以下の一定の期間ごとで、その支払時期における支給額
が同額である給与をいう（法人税法34条1項1号）。この定期同額給与の意義を、法人税基本
通達では「給与とは、あらかじめ定められた支給基準（慣習によるものを含む。）に基づいて、
注22）例えば、山本守之「減価償却・役員給与・最近の判例」租税研究2008・1、40頁、以下、大淵博義「改正役
員給与制度における問題点の考察」『法人税法解釈の検証と実践的展開』税務経理協会、2009年、341頁以
下参照のこと。
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毎日、毎週、毎月のように月以下の期間を単位として規則的に反復又は継続して支給されるも
のをいう・・・」（法人税基本通達9－2－12）とし、「あらかじめ」定められた支給基準に基
づく支給であることが、定期同額給与のメルクマールとしている。これは、前述した1950（昭
和25）年の法人税法取扱通達以降のスタンスと共通である。
　ところで、役員給与の支給が、定期同額給与として同一事業年度にすべて定期同額となる支
給であれば問題はない。しかし、当該役員の特別の事情による職制上の地位の変更、職務の変
更、業績の変化など、様々な理由により役員給与の改訂が行われることが想定されるが、この
ような役員給与の改定を行った場合、それが定期同額給与の範囲に含まれるのかが問題となる。
そこで、定期給与の改定がされた場合に、定期同額給与となる範囲について、法人税法施行令
69条で規定されている。すなわち、当該事業年度開始の日の属する会計期間開始の日から3月
を経過する日までにされた定期給与の額の改定、当該事業年度において役員の職制上の地位の
変更、その役員の職務の内容の重大な変更その他これらに類するやむを得ない事情（「臨時改
定事由」）によりされた役員に係る定期給与の額の改定、経営の状況が著しく悪化したことそ
の他これに類する理由（「業績悪化改定事由」）によりされた定期給与の額の改定、である。な
お、業績悪化改定事由による改訂は減額改定に限られる。この場合、事業年度開始後3月以内
に改訂に行われこと、経営の状況が著しく悪化したこと等の理由によりその改定がされた場合
の当該事業年度の当該改定前の各支給時期における支給額及び当該改定以後の各支給時期にお
ける支給額がそれぞれ同額であること、等の手続的あるいは形式的な要件を付加することに
よって、定期定額給与の範囲を規制しようとしていることは特徴的である注23）。
　このように役員給与を改定した場合、それが「臨時改定事由」、「業績悪化改定事由」に該当
すれば、定期同額給与として損金算入が認められるが、該当しなければ損金算入が認められ
ないことになる。役員給与の改定は、様々事情のもとで行われるが、それが「臨時改定事由」、
「業績悪化改定事由」に該当するのかが法文上では必ずしも明確ではない。この問題は、2006
（平成18）年の改正以降課税実務上問題となり、国税庁のホームページに「役員給与に関する
質疑応答事例」（平成18年12月）や「役員給与に関するＱ＆Ａ」（平成20年12月（平成24年4月
改訂））を公表して、対応している。しかし、このような対応は、租税法律主義の観点から問
題であろう。
　また、役員給与の改定を行った場合に、定期同額給与の範囲内であるためには、改訂時期が
限定されているが、その理由について立法担当者は、「事業年度開始3月以内に役員給与が改
定された場合のその改定前の定期同額給与と改訂後の定期同額給与、これは3月以内の改訂と
いうことがポイントとなります。この3月以内というのは前年度の業績を加味して役員給与の
改定が行われるといった実務を念頭に置くとともに、当年度の業績によって役員給与の改定を
行うといった恣意性が排除されるタイミングと考えています。また、定時株主総会のタイミン
注23）拙稿「法人税法における役員給与の変容」『近畿大学産業理工学部研究報告』，07、2007年、33頁。
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グということもあります。」注24）と説明している。すなわち、役員給与の改訂時期を限定してい
るのは、業績の如何、特に当年度の業績によって役員給与を改訂して、それによって法人税額
の調整が行われることを排除することにある。したがって、当年度の事業開始後において、臨
時改定事由、業績悪化改定事由に改訂事由を制限しているのも、同じ趣旨であろう。
　このように定期同額給与は、定期同額給与のメルクマールである「あらかじめ」定められた
支給基準（当然、当該事業年度開始の日の属する会計期間開始の日から3月を経過する日まで
にされた定期給与の額の改定を含む）に基づき支給する場合には、定期同額給与として損金の
額に算入できるが、「あらかじめ」定められた支給基準を改定して役員給与を支給する場合に
は、定期同額給与の範囲外になり、役員給与を損金の額に算入することが制限される。また、
法人税額の調整を排除するという観点では、役員給与を増額する改訂に対しては制約が厳しい
ことは多いであろうが、減額する改訂についても制約が厳しいことは、この規定の特徴として
指摘することができる。
（ｂ）事前確定届出給与
　事前確定届出給与は、その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づ
いて支給する給与で、定期同額給与および利益連動給与を除き、政令で定めるところにより納
税地の所轄税務署長にその定めの内容に関する届出をしている場合における当該給与である
（法人税法34条1項2号）。この場合の「確定」とは、支給金額および支給時期の確定をいい、
これらの事項を株主総会等で決議して、「あらかじめ」確定したうえで、所定の届出期限まで
に書面で税務署長に届出を行う必要がある。
　届出期限は、株主総会等の決議によりその役員の職務につき「所定の時期に確定額を支給す
る旨の定め」をした場合における当該決議をした日から1月を経過する日までである。ただし、
その日が当該事業年度の会計期間開始の日から4月を経過する日後である場合には当該会計期
間4月経過日等までである（法人税法施行令69条2項参照）。また、臨時改定事由により当該
臨時改定事由に係る役員の職務につき「所定の時期に確定額を支給する旨の定め」をした場合
は、株主総会等の決議によりその役員の職務につき「所定の時期に確定額を支給する旨の定
め」をした場合における当該決議をした日から1月を経過する日、あるいは当該臨時改定事由
が生じた日から1月を経過する日、のうちいずれか遅い日までである（法人税法施行令69条2
項参照）。事前確定届出給与でも定期同額給与と同様に、手続的あるいは形式的な要件を付加
することによって、事前確定届出給与の範囲を規制しようとしていることは特徴的である。
　このように事前確定届出給与は、支給金額および支給時期を所定の期日までに届出を行い、
「あらかじめ」確定しておくことが必要である。したがって、当該会計期間開始後の業績に応
注24）佐々木浩・小原一博「平成18年度税法改正（法人税法）について　－会社法制定に伴う整備等を中心に－」、
『租税研究』、2006・7、租税研究協会、2006年、41頁。
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じて、支給金額および支給時期を調整することはできない。「あらかじめ」確定した事前確定
届出給与と支給金額などが異なる役員給与を支給した場合には、その役員給与は原則として全
額損金不算入となる（法人税基本通達9－2－14）。「あらかじめ」確定した支給金額を、例え
ば業績の悪化、役員の不祥事などの後発的な事由により改訂する必要に迫られる事態もありえ
るが、この場合の当該役員給与が事前確定届出給与の範囲であるかが問題となる。この問題は、
2006（平成18）年の改正以降課税実務上問題となり、国税庁のホームページに「役員給与に関
する質疑応答事例」（平成18年12月）や「役員給与に関するＱ＆Ａ」（平成20年12月（平成24年
4月改訂））を公表して、対応しているのは、定期同額給与の場合と同様である。なお、「あら
かじめ」確定した支給金額の改訂において、増額改定だけではなく減額改定についても制約が
厳しいのは、定期同額給与の場合と同様であり、特徴的である。
（ｃ）利益連動給与
　利益連動給与は、法人がその業務執行役員（業務を執行する役員として政令で定めるものを
いう）に対して支給する利益連動給与のうち一定の要件を満たすものをいう（法人税法34条1
項3号、法人税法施行令69条6～10項参照）。一定の要件として、まず第1にその算定方法が、
有価証券報告書に記載されるその事業年度の利益に関する指標を基礎とした客観的なもので、
（イ）確定額を限度としているものであり、かつ、他の業務を執行する役員に対して支給する
利益連動給与に係る算定方法と同様のものであること、（ロ）その事業年度開始の日の属する
会計期間開始の日から3か月を経過する日までに一定の報酬委員会が決定していることその他
これに準ずる一定の適正な手続を経ていること、（ハ）その内容が上記ロの決定または手続終
了の日以後遅滞なく有価証券報告書に記載されていることその他一定の方法により開示されて
いること、の要件を満たすものであることである。第2に有価証券報告書に記載されるその事
業年度の利益に関する指標の数値が確定した後1か月以内に支払われ、又は支払われる見込み
であることである。第3に損金経理をしていることである。
　このように利益連動給与には、算定手続、有価証券報告書への記載、開示など、多くの要件
があり、制約は少なくない。利益連動給与おいて特徴的なのは、会計期間開始の日から3か月
を経過する日までに一定の報酬委員会が決定していることことなどにより、「あらかじめ」定
められた算定方法により支給されたものが、損金算入の対象となる給与であることである。し
たがって、例えば事後である業務執行期間終了後の株主総会等で算定方法を決めた場合は、損
金算入の対象とはならない。そのため「あらかじめ」定められた算定方法により支給されるこ
とが、利益連動給与におけるメルクマールとなる注25）。また、有価証券報告書への記載、開示
注25）支給額があらかじめ定まっていることの必要性について、「役員給与の支給額が事前に、勤務の前に決まっ
ているかどうかが重要なメルクマールになっているということです。利益連動型給与でも、どのような業
績になれば、どのような額になるかが事前に定まっていることが当然に求められるということです。」（小
原昇・佐々木浩「平成18年度税法改正（法人税法）について　－会社法制定に伴う整備等を中心に－」、
『租税研究』、2006・3、租税研究協会、2006年、92頁）と説明されていた。
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などが要件とされていて、定期同額給与などと同様に、手続的あるいは形式的な要件を付加す
ることによって、事前確定届出給与の範囲を規制しようとしていることは特徴的である。
　会社法、企業会計では、業績連動型報酬が費用処理することが可能となったため、法人税法
においても、業績連動型報酬を損金の額に算入できるかが問題となったが、前述のように利益
連動給与は損金の額に算入することは可能となった。この利益連動給与と業績連動型報酬が同
じものであれば、会社法および企業会計の変更を受けて、法人税法もその変更に沿った対応を
行ったと考えることができる。利益連動給与においては「あらかじめ」定められた算定方法に
より支給することがメルクマールとなっていること、また開示等が要件になっていること、を
踏まえると利益連動給与と業績連動型報酬とは同様の性格のものではないと考えられる注26）。
　「役員給与規定」における定期同額給与、事前確定届出給与、利益連動給与について検討し
てきたが、共通したメルクマールとなっているのは、「あらかじめ」である。すなわち、給与
を支給する前に、「あらかじめ」確定している支給金額、支給時期、支給基準に基づき支給す
ることによって（それぞれの他の要件も充足すれば）、役員給与として損金の額に算入するこ
とができる。そして、「あらかじめ」の時期については、株主総会等、税務署長への届出、有
価証券報告書への開示などの手続を通して決定されるが、それは当該会計年度開始前あるいは
直後（例えば、定期同額給与の通常の改訂時期は、当該事業年度開始の日の属する会計期間
開始の日から3月を経過する日までにされた定期給与の額の改定である）である。「役員給与
規定」は、「あらかじめ」確定している支給金額、支給時期、支給基準がメルクマールである
ことが特徴であるが、それとともに株主総会等の手続を係らしめていることも特徴として指摘
することができる。当該事業年度開始後の役員給与の改訂は、認められていないか、あるいは
認められていても限定されたものである。役員給与の改定が限定されるのは、増額だけでなく、
法人税額の減少を招く減額の場合も同様であることも、「旧役員報酬・役員賞与規定」とは異
なる「役員給与規定」の特徴として指摘することができる。3種類の給与の範囲内でなければ、
それが企業会計上では役員報酬、役員賞与であったとしても、損金不算入となる。そのため、
法人税法は役員に支給した報酬を原則損金不算入と変更したのではないかと批判されている。
　ところで、3種類の給与の範囲内であるとしても、役員に対して支給する給与の額のうち不
相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国法人の各事業年度の所得の金額
の計算上、損金の額に算入できないと規定されている（法人税法34条2項）。不相当に高額な
部分の金額は、給与の額が当該役員の職務の内容、その内国法人の収益及びその使用人に対す
る給与の支給の状況、その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似するものの
役員に対する給与の支給の状況等に照らし、当該役員の職務に対する対価として相当であると
認められる金額を超える場合におけるその超える部分の金額（実質的基準）と定款の規定又は
注26）拙稿，前掲論文注23）、34頁。
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株主総会、社員総会若しくはこれらに準ずるものの決議により役員に対する給与として支給す
ることができる金銭の額の限度額若しくは算定方法または金銭以外の資産の内容を定めている
法人が、各事業年度においてその役員に対して支給した給与の額の合計額が当該事業年度に係
る当該限度額及び当該算定方法により算定された金額並びに当該支給対象資産の支給の時にお
ける価額に相当する金額の合計額を超える場合におけるその超える部分の金額（形式的基準）、
のいずれか多い金額と規定されている（法人税法施行令70条）。このように役員給与は、実質
的基準と形式的基準に基づき、過大と判定された場合、損金不算入とされるのである。した
がって、役員給与として、損金算入できるのは、3種類の給与の範囲内であるだけではなく、
不相当に高額な部分の金額ではない金額に限られることになる。
４．「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」との異同についての検討
　前述したように2006（平成18）年に「旧役員報酬・役員賞与規定」から「役員給与規定」に
全面的に改正されたが、この改正について、「旧役員報酬・役員賞与規定」までは、役員報酬
は原則損金算入であったにもかかわらず、「役員給与規定」では役員に対して支給される報酬
等は原則損金不算入に改められたとの批判がある。一方で、「旧役員報酬・賞与規定」では損
金不算入であった役員賞与および業績連動型報酬が、「役員給与規定」では損金算入が可能に
なったとの評価もある。そこで、「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」との異同
について検討したい。
　「旧役員報酬・役員賞与規定」では、職務執行の対価である役員報酬は費用であり、職務執
行の対価ではない役員賞与は利益処分であるとする商法、企業会計の枠組みを尊重する形で役
員報酬は損金算入、役員賞与は損金不算入としていた。したがって、法人税法において、損金
算入するのが適当でない役員への報酬等の支給は、役員報酬の範囲から除外し、役員賞与の範
疇であると修正することになる。
  そのため役員報酬を定めるためには、賞与および退職給与を確定しなければならない。そこ
で、役員賞与は、役員又は使用人に対する臨時的な給与のうち、他に定期の給与を受けていな
い者に対し継続して毎年所定の時期に定額を支給する旨の定めに基づいて支給されるもの及び
退職給与以外のものをいうと規定されていた（旧法人税法35条4項）。この規定における「定
期の給与」についての通達が前述の旧法人税基本通達9－2－１３である。この通達は、企業会
計から誘導されてきた役員報酬および役員賞与を、定期的であるか臨時的であるのかというメ
ルクマールで両者を峻別しようとしたものである。そして、規則的に支給されている給与で
あっても、特定の月だけ増額されているのであれば賞与として取り扱われた。したがって、定
期の給与を明らかにすることによって、それから外れる給与は賞与であるとして、損金不算入
として取り扱おうとしたのである。
　これに対して、「役員給与規定」では、役員報酬だけではなく役員賞与も職務執行の対価と
して費用処理を可能とする会社法、企業会計のもとでは、従来のように役員報酬と役員賞与と
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の区別する枠組みを援用することができないので、税法独自の概念として、定期同額給与、事
前確定届出給与、利益連動給与を役員給与として、それぞれの給与の意義、範囲等を規定し、
これらの給与の範囲外であれば、損金不算入となるのである注27）。このような規定ぶりである
ので、原則損金不算入のようにみえ、多くの批判を招いている。「役員給与規定」では、定期
同額給与、事前確定届出給与、利益連動給与の範囲が重要となるので、明確に法人税法に規定
されている必要があるが、法文上では必ずしも明確とはいえない。そこで、国税庁のホーム
ページで「役員給与に関する質疑応答事例」（平成18年12月）や「役員給与に関するＱ＆Ａ」
（平成20年12月（平成24年4月改訂））が公表されているのが、現状である。
　まず、定期同額給与と役員報酬との異同について検討したい。定期同額給与では、役員賞与
との関係で臨時的な給与か否かというメルクマールを設定したのではなく、定期同額給与でな
ければ、損金算入を認めないという意味で、定期同額給与そのものの範囲が問題とされている。
そのため定期同額給与では、その範囲であるかについては、減額する改訂でも要件が厳しく、
解釈上問題になることが少なくない。一方で、「旧役員報酬・役員賞与規定」では、役員賞与
は損金不算入であるので、企業会計上の役員報酬から役員賞与を除いた金額を、役員報酬とし
て損金算入の範囲にしようとした。定期同額給与は役員報酬に相当するとの見方もあるが注28）、
損金算入できる範囲として同じでなく、また法人税法により定期同額給与として範囲が画され
ている定期同額給与と企業会計の役員報酬から誘導される役員給与とは質的にも同じとはいえ
ないと思われる注29）。
　事前確定届出給与についてであるが、これは「役員給与規定」で新しく損金算入が可能と
なった給与である。この給与に関して、「定期定額性についてですが、合理性のある範囲で損
金算入とする取扱いとしています。つまり，従来の整理では、定期定額性の要件を非常に厳
格に捉えて、支給期間ごと同じ額であることを要求し、例えば、事前に支給額が決まってい
ても、・・・6月と12月に支払額を多くした場合には、この多い分は損金不算入とすると取り
扱っていました。今回の改正では支給の定めについて、あらかじめ届け出ることを要件として、
参考資料の右側のようなケース（定期同額給与とは別に増額しての支給、四半期毎支給－筆者
補足）について損金算入する取扱いをすることとしております。」注30）との説明のように、「旧
役員報酬・役員賞与規定」では「定期の給与」ではない「臨時的な給与」については損金不算
入であったが、事前確定届出給与ではそれまで「臨時的な給与」と区分されていた給与（ただ
し、全部ではないが）の損金算入を認めることにより、「役員給与規定」では損金算入の範囲
が拡大したとの評価も可能かもしれない。しかし、この説明にもあるように、「あらかじめ」
届け出ることが要件とされ、これまでは課せられていなかった要件が加えられているので、従
注27）谷口勢津夫『税法基本講義』（第3版）、弘文堂、2012年、422頁以下参照。
注28）佐々木浩・小原一博、前掲論文注2）、40頁。
注29）拙稿、前掲論文注23）、33頁。
注30）小原昇・佐々木浩、前掲論文注24）、92頁。
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来賞与として支給していた報酬が、そのまま事前確定届出給与として損金算入される給与とは
いえない。さらに、賞与は確定した利益から支給されるものであるとすれば、事前確定届出給
与は利益が確定する前に、支給金額および支給時期を「あらかじめ」確定しておくことが必要
となるので（法人税基本通達9－2－１４参照）、質的にも相違がある注31）。また、支給金額およ
び支給時期を「あらかじめ」確定ということは、定期同額給与と比較した場合、定期同額で支
給するのか、それとも毎月ではないが年に数回分けて支給するのかという支給形態の違いにす
ぎないということもできると思われる。
　利益連動給与は、事前確定届出給与と同様に「役員給与規定」で新しく損金算入が可能と
なった給与である。新しく損金算入が可能となったという観点では、損金算入できる報酬等の
範囲が拡大したと考えることができるかもしれない。確かに、利益に連動して、給与の支給
金額が事後的に変動するということでは、従来とは異なる。しかし、利益連動給与において
は「あらかじめ」定められた算定方法により支給することがメルクマールとなっているように、
支給金額は自動的に定まるので事後的に調整できる余地はない。このような観点では、算定基
準の相違はあるが、利益連動給与も定期同額給与、事前確定届出給与と同様に、支給形態の違
いにすぎないと思われる。
　このように、定期同額給与と役員報酬とは、損金算入できる範囲としても質的にも同じとは
いえない。事前確定届出給与と役員賞与も質的な相違があり、支給金額においても事前確定届
出給与では「あらかじめ」確定していることが必要であるので、従来の賞与と同じであるとは
いえないであろう。利益連動給与は、新しく規定された給与の支給形態であるが、損金算入の
範囲が拡大されたのかは、明らかとはいえない。したがって、「役員給与規定」における定期
同額給与、事前確定届出給与および利益連動給与では、「旧役員報酬・役員賞与規定」におい
て役員報酬として損金算入であった報酬がそのまま定期同額給与として損金算入とされ、損金
不算入であった役員賞与が損金算入に改められたわけでない。このように「役員給与規定」の
それぞれの給与と「旧役員報酬・役員賞与規定」における役員報酬と役員賞与とは、相違があ
る。
　ところで、「役員給与規定」における定期同額給与、事前確定届出給与および利益連動給与
では、支給形態は異なるが、「役員給与規定」における損金算入のメルクマールに関して、「こ
のような今回の見直しに際してのメルクマールについて、その役員給与が、あらかじめ定めら
れているものであるかどうか、つまり、職務執行の開始前に支給時期や支給額が定められてい
るかどうかと言い換えることもできると思います。」注32）との説明があるように共通しているの
は、「あらかじめ」確定した支給金額、定められた支給基準等により支給金額が定まっている
ことである。「あらかじめ」定まっている支給金額を改定することについては、減額改定の場
注31）拙稿、前掲論文注23）、34頁。
注32）佐々木浩・小原一博、前掲論文注24）、40頁。
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合でも、制約が厳しいことも共通している。この点、「旧役員報酬・役員賞与規定」において
も、役員報酬と役員賞与とは「あらかじめ」定められた支給基準に基づくことをメルクマール
として区分していたように、「あらかじめ」定めておく必要があったことは共通している。こ
れは、「旧役員報酬・役員賞与規定」だけではなく、指摘したように1950（昭和25）年の法人
税法取扱通達（直1－100）でも損金算入のメルクマールは「予め定めがあること」であるの
で、少なくても1950（昭和25）年以来、損金算入のメルクマールとして底流に「あらかじめ」
定めがあることを必要とされていたと考えることができる。この場合、「あらかじめ」とは、
職務執行前であり、職務執行後に改定を認める場合には、制約は多い。
　このような観点に立てば、少なくても1950（昭和25）年以来、一貫して「あらかじめ」をメ
ルクマールとして損金算入の範囲を画していたと考えることができる。そうであれば、「役員
給与規定」における定期同額給与、事前確定届出給与および利益連動給与は、「旧役員報酬・
賞与規定」における役員報酬と役員賞与とは相違があるが、それは支給形態の相違であって、
「あらかじめ」をメルクマールとしていることは、共通していると考えることができる。その
結果として、「役員給与規定」であれ「旧役員報酬・役員賞与規定」であれ、支給総額は「あ
らかじめ」確定していることになる。
　次に、「役員給与規定」における過大役員給与と「旧役員報酬・役員賞与規定」における過
大役員報酬との異同であるが、「役員給与規定」では法人税法34条2項および法人税法施行令
70条、「旧役員報酬・役員賞与規定」では旧法人税法34条1項および旧法人税法施行令69条で
規定されているが、実質的基準および形式的基準に基づき、過大役員給与あるいは過大役員報
酬を判定するなど、規定ぶりは同様である。また、過大役員給与および過大役員報酬は、損金
の額に算入されないことも当然同様である。したがって、不相当に高額な部分の金額の基準に
ついての考え方が同じであれば、役員給与あるいは役員報酬として損金の額に算入できる範囲
は、共通に制約を受けることになると考えられる。
　「旧役員報酬・役員賞与規定」において過大役員報酬を損金不算入とする理由については、
「①役員が報酬を定める立場にあることから、使用人の給料と異なり、弾力的に定めることが
できる。②利益処分として支給すべき役員賞与を役員報酬に上積みすることで租税回避が図ら
れる。③取締役に対する職務執行の相当額の報酬は費用性があるがそれを超える額は実質的に
利益処分たる賞与に該当する。」注33）との指摘があり、また、前述したように裁判例において
も、「実質的に利益処分である賞与」との判示がある。一方、「役員給与規定」における過大役
員給与については、金子宏教授は、実質は利益処分にあたるものを給与の名目で支給する傾向
があったということを指摘しながら、「『隠れた利益処分』に対処するため、この規定が設けら
れている。」注34）と述べられている。また、谷口勢津夫教授も「この措置は、平成18年度税制改
注33）山口、前掲論文注3）、213頁参照。
注34）金子宏『租税法』（第16版）、弘文堂、2011年、320頁。
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正前における過大な役員・退職給与の損金不算入制度（旧34条、旧36条）と同じ趣旨のもので、
隠れた利益処分に対処するための措置である。」注35）と述べられている。
　「旧役員報酬・役員賞与規定」においては、前述したように役員賞与は損金算入であったの
で、役員報酬のうち不相当に高額な部分の金額は役員賞与である整理することは意義はあった
が、「役員給与規定」では役員賞与という概念はないので、役員賞与に区別する意義は失って
いる。しかし、利益処分は損金不算入という前提で、「旧役員報酬・役員賞与規定」において、
不相当に高額な部分の金額は実質的に利益処分であるので、それに対処する必要があったこと
が理由として述べられている。「役員給与規定」は「旧役員報酬・役員賞与規定」とは同様の
規定ぶりであるが、やはり、隠れた利益処分に対処することが、その理由であると指摘されて
いる。したがって、「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」は、最大公約数として
不相当に高額な部分の金額は利益処分であるので損金不算入とする措置であり、それは「役員
給与規定」に改正されても一貫してかわっていない。
　以上検討したことを整理すれば、「役員給与規定」における定期同額給与と「旧役員報酬・
役員賞与規定」における役員報酬とはその範囲、質的に異なること、「役員給与規定」におけ
る事前確定届出給与と「旧役員報酬・賞与規定」における役員賞与とはその範囲、質的に異
なること、「役員給与規定」における利益連動給与は新しい支給形態であること、を指摘した。
しかし、「役員給与規定」では、3種類の給与はすべて「あらかじめ」がメルクマールとされ
ているが、少なくても1950（昭和25）年以来、損金算入のメルクマールとして底流に「あらか
じめ」支給金額、支給基準などの定めがあることを必要とされていて、この点では「役員給与
規定」と「旧役員報酬・賞与規定」とでは同様であること指摘した。そうであれば、「役員給
与規定」のそれぞれの給与と「旧役員報酬・役員賞与規定」の役員報酬および役員賞与とは異
なるが、「あらかじめ」支給金額、支給基準により支給総額が事前に確定していることが必要
とされているという観点では共通していて、個々の給与では異なる点については、支給方法の
相違に過ぎないと考えることができる。さらに、「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与
規定」は、最大公約数として不相当に高額な部分の金額は利益処分であるので損金不算入とす
る措置であり、それは「役員給与規定」に改正されても一貫してかわっていないことも指摘し
た。
　したがって、「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」とでは、規定ぶりが大きく
変わり、連続性に欠けているとの理解も可能であるが、損金算入のメルクマールを「あらかじ
め」、すなわち支給総額が事前に確定していることでは一貫していること、不相当に高額な部
分の金額は利益処分であるので損金不算入という観点では変更はないこと、を踏まえた場合、
2006（平成18）年度の税制改正で改正された「役員給与規定」も連続性を維持していると考え
ることができる。
注35）谷口、前掲書注27）、429頁。
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５．「役員給与規定」の目的の検討
　企業が支出した役員報酬や役員賞与は職務執行の対価であり、費用であると考えることがで
きるが、一方で、法人税法では、「あらかじめ」確定した支給金額の損金算入は認めるが、そ
れを改定した場合に損金算入することには制約が厳しい。これは「役員給与規定」では増額改
定だけはなく、減額改定の場合でも制約が厳しいのが「役員給与規定」における特徴である。
また、不相当に高額な部分の金額は、損金算入は認めない措置も継続して手当されている。こ
のように法人税法で役員給与の損金算入を規制する理由は何であろうか。この問題について以
下で検討したい。
　この問題について、2006（平成18）年の税制改正において立法担当者は「役員給与について
は、役員に直接的に経済的利益を帰属させるその態様から、適正な課税を実現するためにはそ
の恣意性を排除することが不可欠と考えているところです。このような考え方に基づいて、損
金算入されるものを職務執行の対価として相当とされる範囲内に制限することとし、具体的に
は、この相当とされる範囲内であるか否かの判定を、個々に実質的に行うことが困難であるこ
となどを踏まえ、外形的な支給形態によってその区別を行うこととし、定期定額に支払われる
ものを給与（役員報酬）と、それ以外のものを賞与（役員賞与）と整理した上で、賞与につい
ては損金算入しないと取り扱ってきたところです。」注36）と説明している。すなわち、役員給与
おいては、適正な課税を行う必要があること、そのためには恣意性を排除することが不可欠で
あり、損金に算入できるものは、職務執行の対価として相当とされる範囲内に制限してきたと
いうのである。また、役員給与について、役員給与に対する課税を適正に行うのは、「役員に
直接的に経済的利益を帰属させるその態様」からであるとの説明は興味深い。
　検討したように、少なくても1950（昭和25）年の法人税法取扱通達の公表以降、役員に対す
る報酬、賞与として支給した金額について、法人税法等で規制してきたのは、高額の支給が行
われ、それが損金の額に算入されることにより、法人税額を不当に軽減されることを防止する
こと、また役員報酬の恣意的な支給（例えば、特定の月に通常の役員報酬に上乗せした報酬を
支給）により、損金不算入である役員賞与が役員報酬として損金算入され、法人税額を不当に
軽減されることを防止することにあったと考えられる。ここでは、損金算入できる役員報酬は、
職務執行の対価として相当な範囲に限られ、それ以外の支給金額は、利益処分として役員賞与
などとして取扱い、区分していたのである。区分するメルクマールが「あらかじめ」であった
のである。
　したがって、役員に対する報酬、賞与に関して、適正な課税を行うというのは、職務執行の
対価に相当しないものが、役員報酬に混在し、それにより法人税の負担を不当に軽減するのを
防止することを意味すると考えることができるであろう。しかし、そうであれば指摘したよう
に「役員給与規定」においては、法人税の負担が増加する減額改定を行う場合にも制約が厳し
注36）佐々木浩・小原一博、前掲論文注24）、40頁。
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い理由の説明が困難である。
　ところで、役員報酬等は法人が役員に支給するものであるが、個人企業も給与として従業員
やその家族に支給することがある。この場合、役員および個人企業における家族の場合では、
支給金額を調整できることも想定されるし、またその属性において類似しているので、法人税
法と所得税法との異同について、以下で検討することにする。
　所得税法において、納税者が配偶者等の専従者に給与を支払った場合、白色申告では必要
経費に算入できないが（所得税法56条参照）、青色申告では必要経費に算入することができる
（所得税法57条参照）。所得を分割しない場合と比較して、所得を分割すれば、所得税法は累進
税率であるので低い税率が適用され、税負担を軽減できる。そのため税負担の回避を防止する
ため、配偶者に給与を支払った場合に必要経費に算入することが認められないのである。配偶
者に支払った給与を必要経費に算入できる場合も、「その給与の金額でその労務に従事した期
間、労務の性質及びその提供の程度、その事業の種類及び規模、その事業と同種の事業でその
規模が類似するものが支給する給与の状況その他の政令で定める状況に照らしその労務の対価
として相当であると認められるもの」（所得税法57条）と規定されていて、制約がある。この
ように所得税法で必要経費に算入できるのは、「労務の対価として相当」の範囲とされている
が、これは法人税法で損金算入できる役員給与が「職務執行の対価として相当」の範囲とされ
ていることと類似している。しかし、専従者給与の改訂は、届出の範囲内であれば、可能であ
る。ただし、この場合、事後に改訂することはできない。
　このように所得税法では、税率が累進税率であるので、所得の分割により納税者の税負担を
軽減できるが、一方で法人税法では比例税率であるので、役員に報酬等を支給しても、所得税
の場合と比較して、税負担の軽減は限定的である。したがって、不相当に高額な部分の金額等
を損金不算入にしても、税負担の回避を防止するという効果は所得税法の場合と比較して弱い。
しかし、所得税法の場合は、配偶者に給与を支払っても、その金銭等は生計を営む相互間にと
どまるが、法人の場合は、給与として支給すれば、別人格の個人である役員に金銭等が移転し、
法人の手から離れることになる。
　役員に対する支給金額を損金算入することは、法人の（課税前の）所得が減額されることに
より、法人税の負担が軽減されることになる。この場合、当然、報酬等の支給を受けた役員は、
所得税の課税が行われているが、法人においては法人税の負担が軽減されたうえで、金銭等が
役員に移転する結果となる。一方で、役員に対する報酬等が利益処分であるとして損金算入で
きないとすれば、法人の（課税前の）所得は減額されず、法人税の税額への影響はない。この
場合も、当然、報酬等の支給を受けた役員は、所得税の課税が行われているが、加えて法人に
おいても法人税が課税されたうえで、金銭等が役員に移転する結果となる。このように、損金
算入される場合と利益処分の効果に着目してみると、法人から別人格の役員に金銭等が移転す
るときに、法人が法人税を負担しているのか否かの相違がある。
　このような効果を踏まえて前記した「役員給与については、役員に直接的に経済的利益を帰
narimiyap013-036.indd   34 2013/06/17   18:07:07
役員給与規定の再検討（成宮） ― 35 ―
属させるその態様から、適正な課税を実現するためにはその恣意性を排除することが不可欠と
考えているところです。」との説明を考察すれば、役員給与は役員に直接的に経済的利益を帰
属させることになるので、法人税と役員に対する所得税とをあわせて適正な課税を行うことを
意図しているのではないかと思われる。すなわち、職務執行の対価に相当する金額として役員
給与が支給された場合は、役員の個人の所得であるので所得税が課税されるだけであるが、職
務執行の対価に相当する金額以外の場合には、損金算入を否定して法人税の課税を行い、役員
にも所得税の課税を行うことにより、役員に直接的に経済的利益を帰属させる場合の課税関係
において、適正な課税を実現することを意図したと思われる。さらに、役員に対する報酬等の
支給金額を調整すれば、法人が負担する法人税と役員が負担する所得税をあわせて考えた場合
の税負担の軽減を企図することができると考えられる。役員に支給する報酬等では会計年度開
始後においても、支給金額を調整することは容易であると想定されるので、そのため恣意的な
支給金額の調整を排除しているのはないかと思われる。「役員給与規定」では支給金額の増額
改定だけでは、減額減額にも制約が厳しいのは、役員給与が役員に直接的に経済的利益を帰属
させるので、法人が負担する法人税と役員が負担する所得税をあわせて考えた場合の税負担の
調整を排除することにあるのではないであろうか。
　以上検討したことを整理すれば、少なくても1950（昭和25）年の法人税法取扱通達の公表以
降、役員報酬および役員賞与に関する措置の目的は、法人税額を不当に軽減されることを防止
することにあったと考えられる。ところが、役員に支給する報酬等を減額した場合、法人税の
負担は増加するので、考慮されていなかったが、2006（平成18）年の改正の「役員給与規定」
では、役員報酬等の減額改定を行った場合にも制約が厳しくなった。この点について「役員給
与規定」の目的は、法人税額を不当に軽減されることを防止することにあったという説明では
不十分であると考えられる。そこで、役員給与は、役員に直接的に経済的利益を帰属させると
いう態様であるとの指摘を踏まえて、法人税法と所得税法との関係から検討した場合、「役員
給与規定」の目的は、法人が負担する法人税と役員が負担する所得税をあわせて考えた場合の
税負担の調整を排除することにあるのではないかと指摘した。このような観点に従えば、「役
員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」までの措置とでは、その目的に変更があったと
考えることができる。
６．おわりに
　2006（平成18）年に全面的に改正された「役員給与規定」をめぐっては、「旧役員報酬・賞
与規定」においては原則損金算入であった役員報酬が、原則損金不算入に改められたのではな
いか、役員に対する支給金額を改定した場合に定期同額給与に該当するのか、など問題が指摘
されることが多い。
　そこで、本稿では役員報酬、役員賞与に関する法人税法の取扱の経緯について検討した。法
人税法において規定されたのは、1965（昭和40）年の法人税法の全文改正（「旧役員報酬・役
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員賞与規定」）からである。すなわち「旧役員報酬・役員賞与規定」では、役員報酬は原則損
金算入であるが、不相当に高額な部分の金額は損金不算入であった。一方で役員賞与は損金不
算入であった。指摘したように「旧役員報酬・役員賞与規定」において損金算入のメルクマー
ルは「あらかじめ」であり、少なくても1950（昭和25）年以来、底流にあると考えられる。
　会社法の制定、会計基準の変更により役員賞与も職務執行の対価とされたのをうけて、「旧
役員報酬・役員賞与規定」は2006（平成18）年に全面的に改正され、定期同額給与、事前確定
届出給与、利益連動給与の3種類の給与を規定し、それらを役員給与とする改正が行われた。
「旧役員報酬・役員賞与規定」の役員報酬および役員賞与と「役員給与規定」の定期同額給与、
事前確定届出給与、利益連動給与の異同について検討したが、例えば定期同額給与は役員報酬
とは範囲、質にもおいても異なるというように、個々においては範囲、質において同じとはい
えない。しかし、3種類の給与においても、損金算入のメルクマールは「あらかじめ」支給金
額などの定めがあることであり、この点においては、「旧役員報酬・役員賞与規定」までと変
わりはない。このように「役員給与規定」に改正され規定ぶりが全面的に改められたが、損金
算入のメルクマールは「あらかじめ」である点では、変更がないことを指摘した。
　ところで、「旧役員報酬・役員賞与規定」までは役員への報酬等の支給について損金算入を
制限する手当がなされてきたが、その理由が、法人が法人税の負担を軽減することを意図して
いて、それを防止するための措置であるとすれば、「役員給与規定」では、法人税額の増加を
もたらす減額改定についても制約が厳しいことが、同じ理由では説明が困難である。この問題
については立法理由の説明も明確ではない。そこで、役員給与は、役員に直接的に経済的利益
を帰属させるという態様であるとの指摘を踏まえて、法人税法と所得税法との関係から検討し
た場合、「役員給与規定」の目的は、法人が負担する法人税と役員が負担する所得税をあわせ
て考えた場合の税負担の調整を排除することにあるのではないかと指摘した。このような観点
に従えば、「役員給与規定」と「旧役員報酬・役員賞与規定」までの措置とでは、その目的に
変更があったと考えることができる。
　このように「役員給与規定」に全面的に改正されたが、損金算入のメルクマールが「あらか
じめ」支給金額などの定めがあるということでは、少なくても1950（昭和25）年以来変更がな
い。このような観点では「役員給与規定」では規定ぶりは全面的に変わったが、役員に対する
報酬等の支給に関する法人税法のスタンスは変わっていない。しかし、役員に対する報酬等の
支給について、損金算入を規制する目的は、「役員給与規定」においては、変更があったと考
えられる。「役員給与規定」においては、3種類の給与の範囲となるかが問題となることが多
い。それはもちろん損金算入できる役員報酬等の範囲を画することであり、損金不算入の規定
として機能する結果となる。しかし、この規定の目的が明らかでないなかで、3種類の給与の
範囲を形式的、手続的に規制することが目的化しているように思われる。したがって、役員に
対する報酬等の支給をめぐって、課税上公平性に問題があるのであれば、規定の目的を明らか
にしたうえで、役員給与の意義、範囲を法令において、明確にすべきである。
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